
 

厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業) 

 

 

 

 

がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 

（20EA1024） 

 

 

 

 

 

令和2年度～令和4年度 総合(総括・分担)研究報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究代表者 濱島ちさと（帝京大学医療技術学部・教授） 

 

 

 

令和 5 (2023)年 5月 
 
 



 

 
目  次 

 
 
 
I. 総合(総括)研究報告書 

 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに基づく 

     受診意思決定支援ツール開発のための研究............................................................................. 1 
 帝京大学／濱島ちさと 
 
II. 総合(分担)研究報告書 

 
1. がん検診に関する第 3期都道府県がん対策推進計画レビューによる Decision Aids 策定を 

含めた推奨施策の検討 ........................................................................................................... 57 
   帝京大学／渡邊清高 
2.  

2. 意思決定支援ツールの効果検証に関するシステマティックレビューのオーバービュー .... 63 
 藤田医科大学／寺澤晃彦 

 

3. がん検診の意思決定に関する行動経済学的な観点からの研究 ............................................. 65 
  慶應義塾大学／後藤励 

 

4. 公的データを用いた自治体による受診勧奨とがん検診受診率の検討 .................................. 70 
  国立がん研究センター／細野覚代 

 

5. 受診者情報に関する質的研究 ................................................................................................ 76 
  帝京大学／山﨑恭子 

 
 
III. 研究成果の刊行に関する一覧表 ............................................................................................... 79 
 
 
 



―1 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
総合(総括)研究報告書 

 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 
 
 

研究代表者： 濱島ちさと 帝京大学医療技術学部・教授 
研究分担者： 渡邊 清高 帝京大学医学部・病院教授 
  後藤 励 慶應義塾大学大学院経営管理研究科・教授 
 寺澤 晃彦 藤田医科大学医学部・教授 
 細野 覚代 国立研究開発法人国立がん研究センター・がん対策研究所検診研究部 
   検診評価研究室・室長 
 山﨑 恭子 帝京大学医療技術学部・教授 

 

研究要旨 
がん対策基本計画の推進により、がん検診の情報提供は進みつつある。しかし、本研究が行っ

た複数の調査からは、受診対象者はがん検診について画一的アプローチではなく、個人の価値観
に配慮した支援対策を求めていることが示唆された。我が国ではがん検診におけるSDMが未だ浸
透していないが、受診者個々人に配慮し、検診受診を促進するための有力なツールとなりうる。 
 本研究班では、既存統計やがん対策基本計画から、現在の受診率対策とその効果を検証した。
さらに、医療経済学的調査、受診勧奨調査、アンケート調査、インタビュー調査を通して、受診者の
価値観や要望を検討した。さらに、参考研究のレビューによりDecision Aidsの効果検証を行った。 
 これらの研究に基づき、我が国のがん検診に実情に即して、主としてがん検診選択や精検支援に
着目し、ナースナビゲーションにSDMを組み合わせる新たな方法を提案した。ASSESS（評価）、
ADVISE（助言）、AGREE（同意）、ASSIST（支援）、ARRANGE（調整）からなる「5A Frame 
work」を採用し、Decision Aidsを活用により、SDMの標準化を図ることができる。がん検診におけ
るSDMの普及に向けて、基本的な考え方を紹介すると共に、研究班での研究成果を踏まえ、がん
検診Shared Decision Makingマニュアルを作成した。 

 

 
Ａ．研究目的 
科学的根拠に基づく利益と不利益を個人の

価値観に照らし合わせ、最良の方法が選択でき
る‘Shared Decision Making (SDM)’が、がん
検診においても適切に利用されることが求めら
れている。本研究では、我が国において、がん
検診の利益不利益を勘案して受診選択を可能と
するためのDecision Aids（意思決定支援ツー
ル）開発と運用マニュアル作成を目標とする。 
       
Ｂ．研究方法 
① がん検診の意思決定支援ツールに関する既
存のシステマティックレビューのオーバービュー
(アンブレラレビュー)を実施した。 
MEDLINE、EMBASE、Cochrane Database 
of Systematic Reviews 、 Database of 
Abstracts of Reviews of Effectsの各データベ
ースを、登録開始時から2022年12月31日まで
検索した。複数の研究者が抄録と全文について
スクリーニングを実施、データ抽出も複数の研究
者が実施した。採用したシステマティックレビュ
ーの質評価については複数の研究者が  A 
Measurement Tool to Assess Systematic 
Reviews(AMSTAR 2)ツールの改訂版を用い

て行った。結果は表とグラフを用いた記述的・定
性的な方法で統合した。 
② 公的ながん検診の対象者である40～60代
の男女の一般市民に対して、オンラインによるア
ンケート調査を行った。がん検診の利益と不利
益のバランスに関しての人々の選好を定量的に
明らかにするため離散選択実験 （ DCE: 
Discrete Choice Experiment）を用いた。離散
選択実験は、財やサービスの複数の特徴の間
のトレードオフを数量的に分析する方法である。
これまでも、がん検診の受診行動を決定する際
に重視している検診の実施条件として、費用や
担当者、場所、時間などの要素を分析したもの
は先行研究に見られたが、がん検診の健康に対
する影響である利益と不利益の間のトレードオフ
を考慮した分析は本邦では行われていなかった。
DCEで用いたがん種は、男女両方が対象となり、
科学的根拠についての情報も多い大腸がんとし
た。本調査では、効果についてより直接的な指
標である死亡率減少効果を考慮した。効果と不
利益以外には、 海外や日本での先行研究で調
査されている自己負担額、検診方法(集団検診・
個別検診・郵送)、受診後のサポート(精検予約
サポートのみ・予約サポートに加えて検診陽性



―2 

に対する心理的サポート)を考慮した。受診後の
サポートについては、がん検診の研究者、検診
に関して保険者と協働している保健師などに
DCEのデザインについてヒアリングした際、海外
ではすでに取り入れられており特に精検受診率
の向上に効果があるという報告もあるため、今回
要素として考慮した。 
③ 1期がん対策基本計画でのレビュー(今井ら
J. Natl. Inst. Public Health, 61(6): 2012）を
参考に、がん検診の分野において、7領域29項
目について評価指標を設定し評価した。評価は
3人の研究者(がん治療医、公衆衛生の研究者)
が独立して行う。評価の領域は、現状把握、受
診率向上、普及・啓発、個別勧奨、精度管理、
指標の提示と活用、職域との連携と設定した。第
3期基本計画では、過去2期の取り組みを踏まえ、
科学的根拠に基づくがん検診を質の確保された
体制のもと精度管理を行い実施していくこと、職
域検診などと連携する重要性が強調されており、
指標の抽出についても、実施体制に加え、普及
啓発・Decision Aids、個別勧奨、精度管理・事
業評価、職域検診との協業の領域において新た
な項目を作成した。 

＜評価項目＞ 

「がん検診についての現状の把握」 

 対象部位・検査方法・全国比較・過去の推移・

受診率の低い属性・集団検診と個別検診の受

診率 

「受診率向上」 

 重点的に行うべき取り組み・受診率の把握方

法・数値目標・算定根拠・受診率向上の方策 

「普及啓発」 

今後の計画・特に注力すべき対象・数値目標・

多様なステークホルダーの参画・利益不利益に

ついての理解・Decision Aids の普及に向けた

取り組み 

「個別勧奨」 

今後の計画・対象の選定方針と方法・再勧奨と

精密検査勧奨・対象を広げるための計画 

「精度管理」 

今後の計画・実施主体・市町村比較・精度管理

と事業評価の過去との推移 

「職域検診」 

職域や人間ドックなどの言及・受診率把握・健

保組合との連携と協業 
④ 対策型検診における受診勧奨法については
厚生労働省がん疾病対策課に「市区町村にお
けるがん検診の実施状況調査」データ利用を申
請し、2016年度-2020年度分データを入手し、
肺がん検診と乳がん検診に関しては以下の情
報を抽出した。 
⚫ 市区町村別に個別受診勧奨の有無を確認 
⚫ 個別受診勧奨有りの場合は個別受診勧奨の
方法に関する情報 (郵送、電話、個別訪問、
世帯主宛に郵送等の実施割合)  

⚫ 個別受診勧奨を実施している場合は受診勧
奨の対象者、再受診勧奨の実施状況 

⚫ 自己負担、個別検診・集団検診の実施状況、
特定健診との同時受診等の情報 
がん検診受診率は地域保健・健康増進事業

報告から、市区町村別の肺がん検診・乳がん検
診受診率データを抽出した (40-69歳、2016年
度～2019年度まで使用)。 
 市町村コードを使って、両データセットを統合
し、受診勧奨法別の肺がん検診・乳がん検診受
診率の中央値、最小値と最大値を算出した。ま
た、複数の受診勧奨方法の組み合わせと検診
受診率についても検討した。2019年度調査 
(2018年検診) より受診勧奨の対象者について
複数選択可となったため、2018年検診のみ受
診勧奨対象者の組み合わせとがん検診受診率
の関係も検討した。 
⑤ 水戸市大腸がん検診未受診者の中で過去2
年間に大腸がん検診未受診であった住民を対
象とし、初回年度は62歳と63歳、2回目年度は
67歳、68歳、69歳を抽出し、水戸市医師会研究
事務局から大腸がん検診についての研究同意
説明文書と同意書、未受診理由に関するアンケ
ート調査票を同封の上郵送し、同意が得られた
住民に対し、2月、3月、4月に郵送１日法で実施
した。 
⑥_1. 地域住民における大腸がん検診（便潜血
検査）の未受診の要因について、便潜血検査を
過去2年間未受診であった地域住民7名を対象
に、電話もしくはWebによるインタビュー調査を
行った。  
⑥_2. 単一健康保険組合に所属する従業員で、
健康診断で実施する便潜血検査の要精密検査
対象となった16名について、精密検査受診まで
の受診支援を通して得られた不安や疑問などの
情報を得た。 
インタビュー内容及び受診支援の内容は逐語

録を作成し、一つの意味内容になるように単純
化（コード）し、類似するコードを集め類型化（カ
テゴリー）し表を作成した。 
⑦_1. 先行研究及び3年間の3年間の研究成果
を踏まえ、我が国で実施可能ながん検診のため
のSDM方法を開発する。 
⑦_2. Decision aidsの活用方法も含め、SDM
マニュアルを作成した。 
⑧ SDM周知・推進の対策を検討した。 
 
（倫理面への配慮） 
① 公表されている資料を用いた2次研究（統合

型研究）であり、倫理審査の対象外。 
② 慶應義塾大学倫理審査承認済 
③ 公開情報（都道府県がん対策推進計画）を

用いた質的分析であるため、倫理的な配慮
事項は該当しない。 

④ 公的データのみを用いた研究のため、倫理
的な配慮事項は該当しない。 

⑤ 帝京大学倫理審査承認済 
⑥ 研究参加者には、研究に関する説明を口

頭と書面で説明し、同意の署名を得たうえ
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で、実施した。また、インタビュー内容は個
人を特定可能な内容は削除し分析を行っ
た。 
本調査は帝京大学医学系研究倫理委員会
からの承認（帝倫19-222号）および（帝倫
20-208号）を得て実施した。 

⑦ 倫理審査の対象外 
 
Ｃ．研究結果 
① 26件のシステマティックレビュー（21の出版
物で報告）を採用とした。単一の特定がんに対
するがん検診の意思決定支援ツールに関する
報告が24件（前立腺がん8件、乳がん8件、大腸
がん7件、肺がん1件）、特定のがん種に拠らず
複数のがんをまとめて実施した報告が2件であっ
た。AMSTART 2ツールによると、中程度の信
頼度と評価できる報告は1件であり、残り20件の
報告が信頼度が低いと評価された。個々のレビ
ューが採用した一次研究（合計でランダム化比
較試験が79件；介入に関する非ランダム化試験
が32件）の採用頻度や採用パターンにばらつき
があり、特定の研究1件がレビューに採用された
回数はほとんどが1～2回のみと低頻度であっ
た。 
 採用された意思決定支援ツールは形式や提
供方法が多岐に渡ったが、ほぼ全ての報告は
「ツールの使用」と「ツールの不使用（つまりコント
ロール）」の比較に焦点を当て、「ツールの使用」
は、直面するがん検診に関する「知識の増加」、
「より良い情報提供に基づく選択」、「意思決定
時の葛藤の低下」と関連し、より良い個別スクリ
ーニングへの参加につながったとの結論だった。
意思決定支援ツールのフォーマット間の比較効
果を報告した4件の報告では、特定のフォーマッ
トが他のフォーマットよりも優れるとの証拠はなか
った。 
② 日本全国の40～60代の計4,081人（うち女
性2,085人）より回答を得た。最近2年間でがん
検診（市町村検診に限らず、勤め先や健保組合
等で実施した検診や人間ドックも含む）を受けて
いないものは、胃がん2,214人(54.3%)、肺がん
2,020 人 (49.5%) 、 子 宮 頚 が ん 1,076 人
(53.0%)、乳がん(48.0%)、大腸がん2072人
(50.8%)と半数程度は現在検診を受けていなか
った。 

DCEの結果を見ると、回答者全体の結果は
以下の通りであった。がん死亡率が低くなり、偽
陽性者数の少ない、集団検診より個別検診、郵
送検診の方が、検診陽性者に対するサポートの
手厚い検診が有意に好まれる結果となっており、
理論的に予想通りの結果であった。それぞれの
要素の変化がどの程度の価値があるかについて 
WTP（Willingness to pay:支払い意思額）を計
算すると、10万人あたり1人死亡率が下がること
については37.43円。偽陽性者数が1,000人あ
たり1名下がることについては8.976円、検診方
法が集団ではなく、個別検診、郵送検診となるこ
とに対してそれぞれ 183.7円、陽性者数へのサ
ポート体制が手厚くなることに対しては251.1円

となった。約4,000人のデータ分析により、がん
死亡率が低くなり、偽陽性者数の少ない、集団
検診より個別検診、郵送検診の方が、検診陽性
者に対するサポートの厚い検診が有意に好まれ
る結果が得られた。 

 

③ 受診率向上、実施体制整備に加え、精度

管理、事業評価、個別勧奨など効果的ながん検

診の実施に向けた取り組みを評価する指標を用

いて評価を実施した。市区町村の特徴ある取り

組みや検診の利益・不利益に関する適切な情

報提供、個別勧奨における再勧奨や、精検受

診の個別勧奨、企業や健康保健組合との協同

など、効果的な取り組みがなされている県がみ

られた。Decision Aidsについて明示的に記載

している県はなかったものの、普及資材や情報

発信の取り組みを好事例として取り上げることで、

県民向けに疑問や不安に対する対応を分かり

やすく提示していた。 
④_1. 肺がん検診・乳がん検診受診率の推移 
 2015年から2018年に実施された肺がん検診
受診率は10.2-11.7%とほぼ横ばいであった。 
乳がん検診受診率は21.3-21.9%とほぼ横ばい
であった。肺がん検診より受診率は高かった。 
④_2. 肺がん検診・乳がん検診の個別受診勧
奨実施割合 
 全市町村(1739件)のうち肺がん検診の個別
受診勧奨を行った市町村は2015年から63.6%、
75.1%、79.6%、82.0%と徐々に増加した。 
 全市町村のうち乳がん検診の個別受診勧奨を
行った市町村は2015年から82.6%、77.1%、
81.7%、86.6%と徐々に増加した。 
④_3. 個別受診勧奨の方法 
 肺がん検診・乳がん検診共に郵送による通知
が最も多く(70-80%)行われていた。次いで世
帯主宛の通知、自治体職員以外による個別訪
問が実施されていた。2015-2018年の4年間に
おいて受診勧奨法の実施割合に大きな変化は
みられなかった。肺がん検診と比べると、乳がん
検診で用いられる受診勧奨は個別に郵送で通
知されていることが多く、個別訪問はやや少な
かった。 
④_4. 個別受診勧奨法とがん検診受診率 
 個別受診勧奨を実施すると、肺がん検診受診
率中央値は8.8%から11.6%になった。乳がん検
診受診率中央値は18.4%から22%になり、わず
かに上昇した。 
 郵送による通知、電話による通知、自治体職
員による個別訪問に比べて、自治体職員以外
による個別訪問と世帯主への通知は受診率が
高かった (肺がん検診受診率16.8%と15.5%、
乳がん検診受診率27.9%と27.2%)。 
 多くの市町村で実施されている郵送による通
知とその他の受診勧奨法との組み合わせの効
果も検討した。郵送＋電話と郵送＋自治体職員
の訪問の組み合わせではがん検診受診率は上
昇しないが、郵送＋世帯主への通知の肺がん
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検診受診率は15.2%、乳がん検診受診率は
27.2%と高かった。世帯主への通知を行ってい
る市町村は約22-26%、そのうち郵送と併用して
いるのは22-29%である。他の組み合わせよりも
受診率は高いが、相加・相乗効果は示されなか
った。 
世帯主への通知と他の勧奨法の組み合わせ

はいずれも肺がん検診受診率と乳がん検診受
診率は高いが、やはり相加・相乗効果は示され
なかった。 
④_5. 個別受診勧奨対象者とがん検診受診率 
 検診対象者全員を個別受診勧奨の対象として
いる自治体が最も多く、2018年の肺がん検診で
は53.9%、乳がん検診では48.3%の市町村が
検診対象者全員に個別受診勧奨していた。次
いで節目年齢の者、国保加入者、過去に受診
歴がある者が多かった。2018年検診データの
みであるが、受診勧奨対象者別に検診受診率
を調べた。検診対象者全員に実施した場合肺
がん検診受診率中央値は13.6%、乳がん検診
受診率中央値は19.6%だった。肺がん検診受
診率においては、検診対象者全員に勧奨実施
した場合最も受診率が高かった。しかし、乳がん
検診においては対象者別の受診率の差は小さ
かった。また、肺がん検診・乳がん検診とも、複
数の対象者を組み合わせても検診対象者全員
に受診勧奨した場合の受診率を上回ることはで
きなかった。 
⑤ 事前に研究説明書とアンケートによる大腸
がん検診の受診勧奨が図られたことと便潜血検
査１日郵送法で実施したことで、回収率が95％
を超えたと予測される。精検受診に対しては、陽
性者に対し看護師が個別に電話連絡を実施し、
研究協力が得られている大腸内視鏡実施医療
機関と連携を取ることで、従来の個別大腸がん
検診の精検受診率50％以下から80％-90％の
精検受診率を得ることができ、がん発見率も向
上した(表1)。今回の研究成果から、精度の高い
大腸がん検診の実施のためには、看護師の精
密検査受診勧奨と事前に携帯電話番号情報を
聞いておくことは非常に有効であり、また、郵送1
日法による大腸がん検診は検診受診勧奨に繋
がると考えられた。 
⑥_1. 便潜血検査未受診理由 
大腸がん検診未受診の理由には、大腸がん

の症状として言われている自覚症状がないこと
により検診の必要性を感じていないこと、便の採
取が難しいイメージや大腸がん検診を誤って認
識している可能性があること、大腸がん検診に
関する意識が低く、市の案内に関心が向かない
ことなど、複数の理由が重なっていた。 
⑥_2. 大腸内視鏡精密検査受診 
精密検査受診対象者は、大腸がん検診として

の潜血検査の意義や精密検査に関する知識は
まだ不十分であった。また、受診先やどのような
検査を受けるべきか戸惑いがあった。 
⑦_1. 子宮頸がん検診、大腸がん検診、大腸が
ん検診精検の3種のDecision Aidsを、諸外国
で応用されているinfographicやoption grid等

の新たな情報提供の方法に基づき、作成した
（添付資料1, 2, 3）。 
⑦_2. 先行研究や本研究班での成果を踏まえ、
系統的な受診勧奨を行うために、SDMを包含し
た、ナースナビゲーションを提案する（図1）。受
診者と接するのは保健師・看護師が主体となる。
がん検診版SDMの方法として、US Preventive      
Services Task Force が勧めている表2の5段
階アプローチ（ASSESS（評価）、ADVISE（助
言）、 
AGREE（同意）、ASSIST（支援）、ARRANGE
（調整））を採用した。基本的な考え方は先行研
究と共通するが、患者（受診者）の価値観を尊重
するといった考え方が定着していない我が国で
は第3段階が特に重要である。 
さらに、大腸がん精密検査未受診を例とし、標

準的な支援を示した（表3）。ASSESS（評価）で
は精密検査未受診者の立ち位置や未受診理由
を確認、ADVISE（助言）では全大腸内視鏡検
査を推奨、代替案の大腸コロノグラフィを提示、    
AGREE（同意）では、受診者の価値観や優先
度を探りどちらを受けるかを聞き出し、ASSIST
（支援）では医療機関を紹介し、検査の受け方を
はじめとする疑問に回答するなど相談支援を継
続する。ARRANGE（調整）では、受診日のリマ
インド、受診後の体調確認、次回の検診やサー
ベイランスを予定する。患者（受診者）の健康意
識を通して、個々人の優先順位や価値観を捉え
る。同時に、科学的根拠に基づく検診の説明に
より検診に関する誤解をも解いていくことが課題
となる。 
「5A Framework」では、科学的根拠に基づく
説明が求められる。受診者の疑問に対応できる
よう科学的根拠や情報を研究班のホームページ
で提供していく予定である。 
⑦_2. SDMの基本的な考え方や研究班での研
究成果を紹介すると共に、研究班で開発した、
日本版のがん検診SDMを提案したがん検診
SDM運用マニュアルを作成した（添付資料4）。 
⑧_1. SDMマニュアルとホームページによりが
ん検診におけるSDMの周知に努めている。 
ホームページを開設し、上記マニュアル、
decision aids を 公 開 し た
（https://sdm-gankenshin.com/）。また、全国
市町村へ印刷版を送付した。 
⑧_2. 2023年2月18日に帝京大学において、
SDM研修会を開催し、8名の看護師・保健師が
参加した。出席者は地域・職域においてがん検
診に直接従事していることから、講義と演習によ
り、実践的な研修を行った。 
  
Ｄ．考察 
がん対策推進基本計画において、検診受診

率の目標値が掲げられて以来、官民あげて様々
な受診率対策が取り上げられてきた。がん対策
推進基本計画の目標値50%には未だ届かない
ものの、国民生活基礎調査からはがん検診の増
加が示されている。しかしながら、今なお、我が
国の受診率は欧米に比べ低く、科学的根拠が

https://sdm-gankenshin.com/
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確立したがん検診であっても十分な成果を上げ
ていない。これまでの受診率対策は対象者への
画一的アプローチ、あるいは興味を示す（受診
の可能性のある）対象者を標的としたアプローチ
に限定されてきた。前者の代表例はコール・リコ
ールシステムであり、組織型検診を導入している
国々で採用されており、がん検診のシステム構
築の基本とされる。一方、後者は受診の可能性
がある対象者が興味のある情報を提供したり、
誘導する方法であり、近年ではナッジが応用さ
れている。がん検診の受診率対策には、個別の
対策よりも、複数の対策の組み合わせが有効と
されている。これらの様々な対策の成果が徐々
に受診率を押し上げてきたことも確かである。し
かし、一定割合の受診困難者（hard-to-reach）
も存在し、その対策は検討されていない。社会
的弱者であるがゆえに、がん検診の情報や受診
機会にアクセスできないということは、健康格差
の一因であり、公共政策の本来の理念にも反す
る。 
一方、医療提供プロセスにおいて、患者中心

主義の流れの中で、診療における基礎的技術
である「患者の声を聴く」ことに立ち返ることが求
められている。我が国では、医療者のパターナリ
ズムが堅固であり、患者が医療の選択に参加す
ることは困難な状況である9）。しかし、コロナ禍に
おいて、ワクチン接種やマスク着用をめぐる様々
な議論が続き、一般市民の価値観が医療の選
択においても認識されるに至った。誰もが持つ
自己決定権を保障しつつも、科学的根拠に基づ
く情報を正しく選択できるよう支援していくことが、
医療者に求めれられる役割である。診断・治療
だけでなく、がん検診を含む予防対策の分野で
も、患者（受診者）の権利は同様に保障されるべ
きである。その手段として、Shared Decision 
Making［（SDM）、患者（受診者）・医療者によ
る共同意思決定］が注目されている。 
 本研究班の未受診者への勧奨調査、受診対
象者へのアンケート調査やインタビュー調査など
から、受診者への支援の必要性が示された。多
くの患者（受診者）はがん検診について何らかの
疑問や意見を持ち合わせており、何らかの機会
を提供することにより、受診に結び付くことが示さ
れた。がん検診におけるSDMの効果について
研究の途上にあるが、知識の増加や葛藤の低
下などにより、自律的に検診を選択できる可能
性を提供できる。SDMの進め方については、
USPSTFの示す「5A Framework」やElwynら
の提唱する「3 Talk Model」などがある。しかし、
国内でSDMを行う場合は、患者（受診者）・医療
者の意思決定だけではなく、医療機関の紹介や
予約などを含む支援が含まれるべきである。 
集団をベースとした我が国のがん検診では検

診未受診者を対象としたSDMを勧めることは困
難である。しかし、大腸がん検診や子宮頸がん
検診では精密検査受診率の改善や継続受診に
つながる可能性はあり、本研究班の試行調査で
も一定の成果をみている。特に、ナースナビゲ
ーションの過程に、SDMの手法を取り込むこと

で、より系統的なアプローチが期待できる。我が
国の医療では依然パターナリズムの傾向は強く、
患者（受診者）へのSDMの重要性について十
分な理解が得られていない。SDMの推進には
医療者の意識改革のために研究成果の公表な
どを通して継続的に情報発信をしていく必要が
ある。また、SDMを担う医師・保健師・看護師の
ための教育機会の提供として、研修会の開催、リ
カレント教育、e-learningなども検討されるべき
である。また、教育のみならず、SDMにより集積
される数多くの疑問点に科学的根拠に基づいた
情報提供ができる機会をホームページなどで提
供する必要もある。そのためにも、SDMを通じた
ネットワークを活用しながら、SDM普及のための
継続的支援体制が整備されることが望まれる。 
 
Ｅ．結論 
がん対策基本計画の推進により、がん検診の

情報提供進みつつある。しかし、本研究が行っ
た複数の調査からは受診対象者はがん検診に
ついて画一的アプローチではなく、個人の価値
観に配慮した支援対策を求めていることが示唆
された。我が国ではがん検診におけるSDMが
未だ浸透していないが、受診者個々人に配慮し、
検診受診を促進するための有力なツールとなり
うる。 
 本研究班では、既存統計やがん対策基本計画
から、現在の受診率対策とその効果を検証した。
さらに、医療経済学的調査、受診勧奨調査、ア
ンケート調査、インタビュー調査を通して、受診
者の価値観や要望を検討した。さらに、参考研
究のレビューによりDecision Aidsの効果検証を
行った。 
 これらの研究に基づき、我が国のがん検診に
実情に即して、主としてがん検診選択や精検支
援に着目し、ナースナビゲーションにSDMを組
み合わせる新たな方法を提案した。ASSESS
（評価）、 
ADVISE（助言）、AGREE（同意）、ASSIST
（支援）、ARRANGE（調整）からなる5A Frame 
workを採用しDecision Aidsを活用により、
SDMの標準化を図ることができる。がん検診に
おけるSDMの普及に向けて、基本的な考え方
を紹介すると共に、研究班での研究成果を踏ま
え、がん検診 Shared Decision Makingマニュ
アルを作成した。 
 
Ｆ．健康危険情報 
   なし 
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表１. 大腸がん検診 未受診者を対象とした受診勧奨のための施行調査 

2022年2-4月 2021年2-4月 2019年度個別 2019年度集団

67-69歳 62,63歳 40歳以上 40歳以上

(8,088人) (5,767人) (上限なし) (上限なし)

研究対象者数 618人 445人

研究同意率 7.60% 7.70%

検診受診者数 607人 427人 5,054人 8,118人

検体回収率 98.20% 95.90%

陽性者数 49人 33人 475人 598人

要精検率 8.10% 7.70% 9.40% 7.40%

精検受診者数 44人 28人 231人 458人

精検受診率 89.80% 84.80% 48.60% 76.60%

発見癌数 8人 2人 16人 18人

癌発見率 1.32% 0.47% 0.32% 0.22%

m5, sm2, m4, ｍ4, sm2,

pm以深1 pm以深12 pm以深7

対象年齢

発見癌内訳 m2

 

 

 

 

図 1. がん検診型 Shared Decision Makingの進め方 

　

ASSESS 評価 　

ADVISE 助言

AGREE 同意

ASSIST 支援

ARRANGE 調整

SDM 5A Framework

便潜血検査陽性者

精密検査受診勧奨＋DA

精密検査受診

ナースナビゲーションの標準化
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表 2．がん検診版 5A Framework 

内容

ASSESS 評価

・優先的に解決すべき問題を特定する

・患者（受診者）の立ち位置を確認する（受診予定、未受診、受診延期など）

・受診する意思はあるか。未受診の理由

ADVISE 助言

・がん検診/精密検査の方法（推奨される方法、不明な方法）

・がん検診/精密検査の利益・不利益

・科学的根拠の限界（不確実性）

・代替案の提示（推奨される方法と比べる）

AGREE 同意

・患者（受診者）の健康意識や価値観、優先度を知る

・検診（精密検査）を受ける意味を説明する

・検診（精密検査）の誤解をとく

ASSIST 支援

・検診（精密検査）を受けられる機関を紹介する

・検査の特徴や受け方などを説明する

・検査に関する疑問があれば支援することを保証する

ARRANGE 調整

・精密検査受診日リマインダー

・検査後身体状況の確認

・次回検診、サーベイランス確認

5A Framework

 

 

 

表 3. 大腸がん精密検査未受診者向け 5A Framework 

便潜血検査陽性者

ASSESS 評価

・できるだけ早い時期に精密検査を受ける

・未受診（受診予定なし）

・精密検査を受診しない理由

ADVISE 助言

・精密検査としてTCSを勧める

・TCSの利点（発見率が高い）とリスク（偶発症）を説明する

・TCSを実施しても見逃しはありうる（偽陰性、中間期がん）

・代替案（CTC）の提示

・代替案（CTC）の利点（発見率が高い）とリスク（偶発症、被ばく）を説明する

AGREE 同意
・精密検査としてTCS/CTCのどちらを受けるか

・便潜血検査陽性の原因を説明する

ASSIST 支援

・精密検査を受けられる医療機関を紹介する

・TCS/CTC検査の特徴や受けるための準備を説明する

・疑問があればいつでも相談を受ける

ARRANGE 調整

・精密検査前日に検査日のリマインダーを送る

・検査後に身体状況を確認する

・精密検査の結果を確認する

・継続検診/サーベイランスを勧める

　　　　　　　　　　　　　　TCS：全大腸内視鏡、CTC：大腸コロノグラフィ

5A Framework

 

 



―12 

添付資料  

 

1. 【リーフレット】子宮頸がん検診の新しい検査 HPV 検査. 2022 年 12 月 1 日. 令和 2 年度~4 

年度厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業)｢がん検診における ‘Shared 

Decision Making’推進と利益不利益バランスに基づく受診意思決定支援ツール開発のための

研究(20EA1024)｣班作成 

2. 【リーフレット】大腸がん検診：便潜血検査. 2023 年 2 月 1 日. 令和 2 年度~4 年度厚生労働

科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業)｢がん検診における‘Shared Decision Making’

推進と利益不利益バランスに基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究(20EA1024)｣

班作成 

3. 【リーフレット】大腸がん検診：精密検査. 2023 年 2 月 1 日. 令和 2 年度~4 年度厚生労働科

学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業)｢がん検診における‘Shared Decision Making’推

進と利益不利益バランスに基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究(20EA1024)｣班

作成 

4. がん検診 Shared Decision Making (SDM)運用マニュアル（2022 年度版）2023 年 3 月 1 日.

令和2年度~4年度 厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業)｢がん検診における

‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに基づく受診意思決定支援ツール開発の

ための研究(20EA1024)｣班作成．URL: https://sdm-gankenshin.com/ 

 

 



―13 

添付資料１． 

 

 



―14 

 

添付資料 2． 

  

 



―15 

添付資料 3． 

  



―16 

添付資料４． 

 

 



―17 

 



―18 

 

 



―19 

 

 



―20 

 



―21 

 

 



―22 

 

 



―23 

 
 

 



―24 

 
 
 

 



―25 

 
 

 



―26 

 

 



―27 

 

 



―28 

 

 



―29 

 
 

 



―30 

 
 

 



―31 

 
 

 



―32 

 
 

 



―33 

 
 

 



―34 

 
 

 



―35 

 
 

 



―36 

 

 



―37 

 

 



―38 

 

 

 



―39 

 

 



―40 

 

 



―41 

 
 

 



―42 

 
 

 



―43 

 
 

 



―44 

 
 
 

 



―45 

 

 



―46 

 

 



―47 

 
 

 



―48 

 

 
 

 



―49 

 

 



―50 
 

 



―51 

 

 



―52 

 
 



―53 

 
 



 

―54 

 

 



 

―55 

 

 

 



 

―56 

 

 



 

―57 

分担研究報告書 
                                                                                                                 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランス 

に基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 
 

― がん検診に関する第 3 期都道府県がん対策推進計画レビューによる 

Decision Aids 策定を含めた推奨施策の検討 ― 

 

研究分担者：渡邊 清高 

帝京大学医学部内科学講座・病院教授 
 

研究要旨 

【背景と目的】がん検診（がんの早期発見）はがん対策推進基本計画における重要な施策の

一つである。情報提供と啓発、Decision Aids としての情報発信の現状を把握し、都道府県

におけるがん検診の効果的な実施に資する取り組みと今後の方向性を明らかにするため、

2018 年 3 月に取りまとめられた都道府県がん対策推進計画のレビューを行う。 

【方法】がん検診の分野において、7 領域 29 項目について評価指標を設定し評価した。評

価は 3 人の研究者（がん治療医、公衆衛生の研究者）が独立して行う。評価の領域は、現状

把握、受診率向上、普及・啓発、個別勧奨、精度管理、指標の提示と活用、職域との連携と

設定した。【結果】3 期基本計画では、過去 2 期の取り組みを踏まえ、科学的根拠に基づく

がん検診を質の確保された体制のもと精度管理を行い実施していくこと、職域検診などと連

携する重要性が強調されたおり、指標の抽出についても、実施体制に加え、普及啓発・

Decision Aids、個別勧奨、精度管理・事業評価、職域検診との協業の領域において新たな項

目を作成した。 

【考察】受診率向上、実施体制整備に加え、精度管理、事業評価、個別勧奨など効果的なが

ん検診の実施に向けた取り組みを評価する指標を作成した。評価では、市区町村の特徴ある

取り組みや検診の利益・不利益に関する適切な情報提供、個別勧奨における再勧奨や、精検

受診の個別勧奨、企業や健康保健組合との協業など、効果的な取り組みがなされている県が

みられた。がん検診の推進および均てん化に向け効果的な施策の実施に向け有用と考えられ

る。 

 
 
Ａ．研究目的 
 がん検診（がんの早期発見）はがん対策推進
基本計画における重要な施策の一つである。が
んの早期発見及びがん検診(2次予防)の施策と
して、がん検診についての正しい認識を持ち、
正しい行動を取ってもらうよう、より効果的な
受診勧奨や普及啓発、受診者の立場に立った利
便性への配慮等の対策が求められている。情報
提供と啓発、Decision Aidsとしての情報発信の
現状を把握し、都道府県におけるがん検診の効
果的な実施に資する取り組みと今後の方向性
を明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

1 期基本計画でのレビュー(今井ら J. Natl. 

Inst. Public Health, 61(6), 2012)を参考に、が

ん検診の分野において、7 領域 29 項目につい

て評価指標を設定し評価した。評価は 3 人の研

究者(がん治療医、公衆衛生の研究者)が独立し

て行う。評価の領域は、現状把握、受診率向上、

普及・啓発、個別勧奨、精度管理、指標の提示

と活用、職域との連携と設定した。第 3 期基本

計画では、過去 2 期の取り組みを踏まえ、科学

的根拠に基づくがん検診を質の確保された体

制のもと精度管理を行い実施していくこと、職

域検診などと連携する重要性が強調されてお

り、指標の抽出についても、実施体制に加え、

普及啓発・Decision Aids、個別勧奨、精度管

理・事業評価、職域検診との協業の領域におい

て新たな項目を作成した（表）。 

＜評価項目＞ 

「がん検診についての現状の把握」 

 対象部位・検査方法・全国比較・過去の推移・

受診率の低い属性・集団検診と個別検診の受診

率 

「受診率向上」 

 重点的に行うべき取り組み・受診率の把握方

法・数値目標・算定根拠・受診率向上の方策 

「普及啓発」 

今後の計画・特に注力すべき対象・数値目標・
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多様なステークホルダーの参画・利益不利益に

ついての理解・Decision aids の普及に向けた

取り組み 

「個別勧奨」 

今後の計画・対象の選定方針と方法・再勧奨と

精密検査勧奨・対象を広げるための計画 

「精度管理」 

今後の計画・実施主体・市町村比較・精度管理

と事業評価の過去との推移 

「職域検診」 

職域や人間ドックなどの言及・受診率把握・健

保組合との連携と協業 

（倫理面への配慮） 

公開情報（都道府県がん対策推進計画）を用い

た質的分析であるため、倫理的な配慮事項は該

当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

受診率向上、実施体制整備に加え、精度管理、

事業評価、個別勧奨など効果的ながん検診の実

施に向けた取り組みを評価する指標を用いて

評価を実施した（図）。市区町村の特徴ある取

り組みや検診の利益・不利益に関する適切な情

報提供、個別勧奨における再勧奨や、精検受診

の個別勧奨、企業や健康保健組合との協業など、

効果的な取り組みがなされている県がみられ

た。Decision Aidsについて明示的に記載して

いる県はなかったものの、普及資材や情報発信

の取り組みを好事例として取り上げることで、

県民向けに疑問や不安に対する対応を分かり

やすく提示していた。 

 

Ｄ．考察 

都道府県の比較においては、市区町村ごと、

圏域ごと、あるいは年代・性別ごとの受診率を

把握したり、検診の理解、利益・不利益に関す

る意識調査に基づいて啓発に向けた計画を記

載している県も見られた。都道府県の順位付け

により、当該評価作業によってがん検診に関す

る施策の取り組みを評価することが可能であ

った。本調査の特性として、がん登録や住民向

けの意識調査、市区町村ごとのデータなど、現

状把握に取り組む都道府県は、具体的な課題の

提示とその対応策について、独自に得られた指

標に基づく記載がなされており好意的な評価

がなされていた。政策的な観点から、がん検診

の意思決定支援ツールに必要な視点として、以

下の要素を取り入れることが望ましい。 

① 住民の意向を踏まえた受診率向上に向けた

課題を抽出する（意識調査の実施と分析） 

「がん対策に関する世論調査」などで、「受け

る時間がない」「健康に自信がある」「必要性

を感じない」「いつでも医療機関を受診できる」

「がんが見つかるのがこわい」などの理由で受

診率が低い背景の分析がなされており、都道府

県においてもきめ細かな受診率の分析や、年

代・性別ごとの意識調査等で課題の抽出を行い、

勧奨に向けた課題を明確化し、住民（受診者）

の立場に立った分かりやすい情報提供や受診

しやすい環境整備に活用することが望まれる。 

 

② 普及啓発の取り組みについて、実施主体と

対象を明示して立案実施する(普及人材、情報

発信など） 

「推進サポーター制度(群馬県 がんに強い群

馬づくり推進サポーター制度)」「情報ポータ

ルサイトによる啓発(福井県 がん検診受診勧

奨センター)」「医療従事者による啓発(がんよ

ろず相談医、がん検診サポート薬剤師など)」

などの取り組みを実施主体に明示して立案実

施している。都道府県のこれまでの取り組みを

踏まえ、住民へさまざまな機会にがん検診の受

診、受診機会の正しい活用について啓発を推進

することが望まれる。 

 

③ 検診の利益・不利益に関する適切な情報提

供を含む、効果的な発信を実施する(DAの活用、

個別勧奨における再勧奨や、精検受診の個別勧

奨、企業や健康保健組合との協業など) 

普及啓発に関する実施計画においては、特に注

力すべき対象を明らかにし、評価指標を明らか

にした上で、多様なステークホルダー参画のも

とでの取り組みが望まれる。その際に、利益・

不利益についての理解やDAの活用や普及にあ

たっては、標準的な資材を活用した啓発や、関

係者への説明会、職域や健保組合との連携など

がなされることが望ましい。 

 本調査の有用な点として、都道府県の特徴的

ながん検診に関する施策を明らかにすること

により、がん検診の現状把握と課題の抽出のも

ので、受診率向上や、精検受診率向上、そして

がん検診に関する正しい理解の普及など、がん

対策推進基本計画が目指す、がんによる死亡の

減少に寄与することができる施策を全国に普

及させることができることが挙げられる。本調

査の限界として、公表された検診に関する医療

計画に基づく分析であり、最新の状況を踏まえ

たものではないこと、がん対策推進計画以外の

がん検診に関連する施策に記載されている場

合には十分把握できていない可能性があるこ

と、市区町村など、がん検診を実施している主

体における現状や特徴的な事例を収集できて
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いない可能性がある。2023年のがん対策推進

基本計画第4期と、2024年度内に策定される各

都道府県がん対策推進計画の議論において、受

診者の疑問や不安に寄り添った情報提供や意

思決定支援の取り組みに有用であると考えら

れた。 

 

Ｅ．結論 

受診率向上、実施体制整備に加え、精度管理、

事業評価、個別勧奨など効果的ながん検診の実

施に向けた取り組みを評価する指標を作成し

評価を実施した。評価では、市区町村の特徴あ

る取り組みや検診の利益・不利益に関する適切

な情報提供、個別勧奨における再勧奨や、精検

受診の個別勧奨、企業や健康保健組合との協業

など、効果的な取り組みがなされている県がみ

られた。がん検診の推進および均てん化に向け

効果的な施策の実施に向け有用と考えられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

1) 渡邊清高. 研究者の最新動向 医療・健康

情報の「評価」から「質の向上」に向けて メ

ディアドクター指標を活用した研究者・メディ

ア・市民が一体となった取り組み.  

Precision Medicine, 4(3):283-288, 2021.3 

 

 

 2.  学会発表 

1) 渡邊清高、帝京大学医療系学部合同共通科

目 「地域健康管理学入門」における チー

ムによる合同学修の取り組み：行動科学・

社会科学の教育についての事例提供（医学

教育学会） 2022年12月 

2) Watanabe K, Japanese Perspective on 

Climate Change in Cancer Care 

MASCC Education Study Group : 

climate change subgroup project. 

2022.11. 

3) 渡邊清高. 日本癌治療学会PAL(Patient 

Advocate Leadership)プログラムの歩み

とこれから. 第60回日本癌治療学会学術

集会, 2022.10. 

4) 渡邊清高. 認定がん医療ネットワークナ

ビゲーター相互交流会. 第60回日本癌治

療学会学術集会, 2022.10. 

5) 渡邊清高, 西森久和, 佐々木治一郎, 藤也

寸志, 境健爾, 吉田稔, 矢野篤次郎, 片渕

秀隆. 相談と連携ニーズに基づくがんの

チームケアと 地域連携を推進する教育プ

ログラム開発. 第60回日本癌治療学会学

術集会, 2022.10. 

6) 渡邊清高, 境健爾, 佐々木治一郎, 村上利

枝, 辻晃仁, 藤也寸志, 中島美紀, 西森久, 

和, 野坂生郷, 増田昌人, 源川良一, 南秀

明, 矢野篤次郎, 吉田稔, 片渕秀隆. 特別

企画シンポジウム2 :がん患者のためのチ

ーム医療促進プロジェクト, 第60回日本

癌治療学会学術集会 2022.10. 

7) 渡邊清高, 佐藤正惠, 北澤京子, 忽那賢志. 

新型コロナウイルス感染症に関する書籍

の情報評価の可能性と課題： 日本版メデ

ィアドクター指標を用いた分析. 第14回

ヘルスコミュニケーション学会学術集会, 

2022.10. 

8) 渡邊清高, 森山信彰, 中山千尋, 陸智美, 

安村誠司、放射線健康影響に関するリテラ

シーを向上する介入プログラムの効果と

実効可能性の検討. 第2回ヘルスリテラシ

ー学会学術集会,  2022.10. 

9) 金子一郎, 髙田真二, 菊池弘敏, 田中篤, 

渡邊清高, 竹内保男, 大久保由美子、オン

ライン形式で開催された医学部Faculty 

development (FD)における医師のプロフ

ェッショナリズムに関する学修成果. 第

54回日本医学教育学会大会, 2022.8. 

10) 渡邊清高, 髙田真二, 山田昌興, 小尾俊太

郎, 河野肇, 時崎暢, 三澤健之, 田中篤, 

大久保由美子. C-EPOC（卒前学生医用臨

床教育評価システム）導入期における課題

抽出とマニュアル策定による臨床実習の

活性化. 第54回日本医学教育学会大会 , 

2022.8. 

11) 渡邊清高. PAL退院前模擬カンファレン

ス . 第27回日本緩和医療学会学術集会 

PALプログラム, 2022.7. 

12) 渡邊清高, 西森久和, 牧克仁, 市原香織, 

宇野さつき, 野田真由美, 松本陽子, 桜井

なおみ, 天野慎介, 梅田恵, 秋月伸哉. 患

者アドボケイト・ラウンジ（PAL:患者参

画プログラム）における、ウェブ会議シス

テムを用いた「模擬退院前カンファレン

ス」の実践とその有用性. 第27回日本緩和

医療学会学術集会, 2022.7. 

13) 渡邊清高, 大塚(片倉)良子, 大野真司, 岡

本禎晃, 桜井なおみ, 篠崎勝則, 新小田雄

一, 辻晃仁, 西森久和, 松井優子, 安本和

生. がん患者のための多職種チームケア

と地域医療連携を推進する教育研修プロ

グラムの開発. 第7回日本がんサポーティ
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ブケア学会学術集会,  2022.6. 

14) 陸智美, 森山信彰, 中山千尋, 渡邊清高, 

安村 誠司. 放射線健康不安について幼稚

園教諭が相談対応する時の自信を高める

プログラムの効果 . 日本衛生学雑誌 , 

77(Suppl.) S183-S183,  2022.3. 

15) 渡邊清高, 高田真二, 山田昌興, 小尾俊太
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橋区医師会医学会誌, 24: 143, 2021. 1. 

19) 渡邊清高 , 調憲 , 浅尾高行 , 相羽惠介 , 

佐々木治一郎, 藤也寸志, 竹山由子, 片渕

秀隆, 境 健爾, 吉田稔, 矢野篤次郎, 加藤

雅志, 冨田尚裕, 西山正彦. 地域における

連携ニーズの分析による類型化 がん医療

ネットワークナビゲーターの役割. 日本

癌治療学会学術集会抄録集 58回: P-453, 

2020.10. 

20) 吉田稔, 調憲, 相羽惠介, 渡邊清高, 佐々

木治一郎, 冨田尚裕, 竹山由子, 矢野篤次

郎, 片渕 秀隆. がん診療連携を変える認

定ネットワークナビゲーター 認定がん

医療ネットワークナビゲーター、指定都道

府県での活動報告.  日本癌治療学会学

術集 会抄録集 58 回 . Page SSY15-5, 

2020.10. 

21) 渡邊清高, 春山輝亘, 落合亮介, 石原昌志, 

坂本貴彦, 丹澤盛, 本田健, 太田修二, 市

川靖子, 遠藤寛子, 古屋洋子, 金子希代子, 

安原眞人, 村上文, 関順彦. 地域における

がん在宅療養をテーマとした事例検討会

での多職種連携に向けたニーズ抽出 . 

Palliative Care Research 

(1880-5302)15(Suppl.):Page S907, 

2020.8. 

22) 渡邊清高. ポストコロナにおけるがんサ

ポーティブケア領域の教育・研修・啓発の

あ り 方 .  Palliative Care Research 

(1880-5302), 15(Suppl.): Page S165, 

2020.8. 

 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

該当なし 

 2. 実用新案登録 

該当なし 
 3.その他 

該当なし 
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表 

項目 指標 

I. 受診率の現状

把握 

  1.対象となるがん検診の対象部位が国の指針と合致している 

2.対象となるがん検診の検査方法が国の指針と合致している 

3.がん検診受診率について全国との比較を行っている 

4.がん検診受診率の過去の推移について分析している 

5.受診率の低い年齢、性別、地域などについて分析している 

6.集団検診と個別検診の受診率を把握している 

II. 受診率向上に

向けた取り組み 

  1.受診率向上に向けて重点的に行うべき取り組みを明示している 

2.受診率の把握方法を検討している 

3.受診率の数値目標を明示している 

4.受診率の数値目標の算定根拠を明示している 

5.受診率向上のための方策を記載している 

III. 普及・啓発・

意思決定支援 

普及・啓発 1.普及・啓発について今後の計画を記載している 

2.特に注力すべき対象を明示している 

3.普及・啓発の数値目標を明記している 

4.多様なステークホルダーの参画について記載している 

Decision 

Aids 
1.検診の利益不利益について記載している 

2.利益不利益について理解を促す取り組みを記載している 

3.利益不利益をもとに判断するのに役立つ記載がある 

4.Decision Aidsについて、普及に向けた取り組みを記載している 

IV. 個別勧奨   1.個別勧奨についての今後の計画を記載している 

2.対象の選定方針・実施方法を記載している 

3.勧奨・精密検査勧奨について記載している 

4.個別勧奨の対象を広げるための計画を記載している 

V. 精度管理   1.事業評価・精度管理について今後の計画を記載している 

2.事業評価・精度管理の実施主体を明記している 

3.事業評価・精度管理について市町村ごとに比較している 

4.精検受診率の推移を記載している 

5.精検受診率以外の精度管理指標の推移を記載している 

6.精度管理指標の目標と達成のための方策を記載している 

VI. 職域検診との

連携 

  1.地域での職域や健保組合などのがん検診について言及している 

2.地域での職域や健保組合などの受診率について把握している 

3.職域や健保組合の検診との連携、協業について記載している 

4.職域や健保組合の検診の精度管理について記載している 
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図. 都道府県別スコア（順位の順に記載） 
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総合(分担)研究報告書 
 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 

 

 
― 意思決定支援ツールの効果検証に関するシステマティックレビューのオーバービュー ― 

 
研究分担者：寺澤 晃彦 

藤田医科大学 医学部 救急医学総合内科学講座 教授 
 

研究要旨 

がん検診の意思決定支援ツールに関する既存のシステマティックレビューについてオ
ーバービューを実施し、がん検診の受診意思決断におけるツールの有効性を検証した。採
用した26件のシステマティックレビューではほぼ全ての報告は「ツールの使用」と「ツ
ールの不使用」の比較に焦点を当て、「ツールの使用」は、直面するがん検診に関する「知
識の増加」、｢より良い情報提供に基づく選択｣、｢意思決定時の葛藤の低下｣と関連し、よ
り良い個別スクリーニングへの参加につながったと結論した。意思決定支援ツールの異な
るフォーマット間の比較効果の報告は4件に限られ、特定のフォーマットが他のフォーマ
ットよりも優れるとの証拠はなかった。 

 

 
Ａ．研究目的 
意思決定支援ツールについては、ツールを使

用しない場合(コントロール)と比較して、ツー
ルを使用した方が「知識の獲得」や「議論の頻
度」の増加、あるいは「意思決定の葛藤」の減
少など、対象者と提供者の共有意思決定に重要
な因子を改善するとされている。しかし、がん
検診の共同意思決定において、特定の形式の意
思決定支援ツールが他の形式よりも優れてい
るかは明らかではなかった。今回、がん検診の
ための意思決定支援ツールに関して既存する
種々の提供方法における比較有効性を明らか
にすることを研究の目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
がん検診の意思決定支援ツールに関する既

存のシステマティックレビューについてオー
バービュー(アンブレラレビュー)を実施した。
MEDLINE、EMBASE、Cochrane Database of 
Systematic Review、Database of Abstracts of 
Reviews of Effectsの各データベースを、登録
開始時から2022年12月31日まで検索した。複
数の研究者が抄録と全文についてスクリーニ
ングを実施、データ抽出も複数の研究者が実施
した。採用したシステマティックレビューの質
評 価 に つ い て は 複 数 の 研 究 者 が A 
MeaSurement Tool to Assess systematic 
Reviews(AMSTAR 2)ツールの改訂版を用い
て行った。結果は表とグラフを用いた記述的・
定性的な方法で統合した。 
 
（倫理面への配慮） 
        
本研究は既に公表されている資料を用いた2

次研究(統合型研究)であり、倫理審査の対象外
とした。 
 
Ｃ．研究結果 

26件のシステマティックレビュー(21の出版
物で報告)を採用とした。単一の特定がんに対
するがん検診の意思決定支援ツールに関する
報告が24件(前立腺がん8件、乳がん8件、大腸
がん7件、肺がん1件)、特定のがん種に拠らず
複数のがんをまとめて実施した報告が2件であ
った。AMSTART 2ツールによると、中程度の
信頼度と評価できる報告は1件であり、残り20
件の報告が低い信頼度と評価された。個々のレ
ビューが採用した一次研究（合計でランダム化
比較試験が79件；介入に関する非ランダム化試
験が32件）の採用頻度や採用パターンにばらつ
きがあり、特定の研究1件がレビューに採用さ
れた回数はほとんどが1～2回のみと低頻度で
あった。 
 採用された意思決定支援ツールは形式や提
供方法が多岐に渡ったが、ほぼ全ての報告は
｢ツールの使用｣と｢ツールの不使用(つまりコ
ントロール)｣の比較に焦点を当て、｢ツールの
使用｣は、直面するがん検診に関する｢知識の増
加｣、｢より良い情報提供に基づく選択｣、｢意思
決定時の葛藤の低下｣と関連し、より良い個別
スクリーニングへの参加につながったとの結
論だった。意思決定支援ツールのフォーマット
間の比較効果を報告した4件の報告では、特定
のフォーマットが他のフォーマットよりも優
れるとの証拠はなかった。 
 
Ｄ．考察 
今回のオーバービューの結果では意思決定
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支援ツール一般に言及される、｢ツールを使用
すると知識や議論が増加し、意思決定の葛藤が
減少、対象者と提供者の共有意思決定に重要な
因子が改善する｣との内容はがん検診の共同意
思決定においても広く検証されていた。しかし、
既存のシステマティックレビューは多様なツ
ールのフォーマット、提供方法にも拘らず、｢ツ
ールの使用｣と｢ツールの不使用｣に大別して比
較するにとどまり、特定のツールと他の代替ツ
ールの優劣については十分検証していなかっ
た。これはそのようなデザインの一次研究が限
られていたことにも拠る。 
 我が国のように検診受診決断を支援するツ
ールを新規に作成・導入する場合、ツールを構
成する特定の要素間の比較効果は極めて重要
であるが、現時点では該当するデータが限られ
ている。既存の一次研究は「ツールの使用」と
｢ツールの不使用｣の比較に留まるが、内容は複
数の構成要素からなる、複雑な介入に当たる。
近年、構成要素を詳しく分類・範疇化し、構成
要素間の効果の関連をモデル化した間接比較
の 統 合 法 (component network 
meta-analysis)が提唱されている。これを適用
すれば、今回明らかとなった比較効果のデータ
が｢大枠｣として分類される2群に限定される状
況からも、各構成要素の合同パターンとして細
分化・個別化して間接比較を実施し、より有望
視される要素を検討することが期待できる。今
後、特定のツール間の直接比較が実施されない
場合、今回の結果を発展する方策の１つとして
考えられる。 
 
Ｅ．結論  
今回実施したオーバービューでは意思決定

支援ツールは、がん検診の知識と情報提供可で
の選択（インフォームド・チョイス）を高め、
意思決定の葛藤を低下させることにより、がん
検診の共有意思決定を改善することが検証で
きた。しかし、異なる意思決定支援ツールにお
ける比較データは非常に限られていた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
    特になし。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
1) Terasawa T, Iwata M, Hamashima C, 

Hibino M. Effectiveness of decision aids 
on cancer screening decision making: an 
umbrella review protocol. PROSPERO 
International prospective register of 
systematic reviews. CRD42021235957. 
Available online at: 
https://www.crd.york.ac.uk/prospero/disp
lay_record.php?RecordID=235957 

2) Hibino M, Hamashima C, Iwata M, 
Terasawa T. Effectiveness of decision 
aids on cancer-screening decision 
making: an umbrella review protocol. 

BMJ Open. 2021 Dec 8;11(12):e051156. 
doi: 10.1136/bmjopen-2021-051156. 

 
 2.  学会発表 

該当なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
   該当なし 
2. 実用新案登録 
   該当なし 
3.その他 

   該当なし 
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総合(分担)研究報告書 
                                                                                 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 
 

 
― がん検診の意思決定に関する行動経済学的な観点からの研究 ― 

 
研究分担者： 後藤 励 

慶應義塾大学 大学院経営管理研究科・教授 

 

研究要旨 

がん検診の利益と不利益のバランスに関する人々の選好を定量的に明らかにすること
と、がん検診の意思決定に関する人々の合理性(バイアス)の程度を明らかにする目的で、
公的がん検診の対象者である40～60代の男女の一般市民に対して、オンラインのアンケー
ト調査を行った。その結果、行動経済学で注目されている非合理性のうち、先送り傾向が
あることと大腸がん検診受診との関連は見られなかったが、損失回避傾向が高いことと大
腸がん検診を受けていないことには有意な関係があった。離散選択実験に対しては、がん
死亡率が低くなり、偽陽性者数の少ない、集団検診より個別検診、郵送検診の方が、検診
陽性者に対するサポートの手厚い検診が有意に好まれるという選好が観察された。 

 
 
Ａ．研究目的 
本研究には2つの目的がある。第1は、がん

検診の利益と不利益のバランスに関する人々
の選好を定量的に明らかにすること、第2は、
がん検診の意思決定に関する人々の合理性(バ
イアス)の程度を明らかにすることである。 
 
Ｂ．研究方法 
公的ながん検診の対象者である40～60代の

男女の一般市民に対して、オンラインのアンケ
ート調査を行った。研究遂行にあたっては、慶
應義塾大学経営管理研究科の倫理審査委員会
の審査の上承認を受けた。第一にがん検診の利
益と不利益のバランスに関しての人々の選好
を定量的に明らかにするため離散選択実験
(DCE: Discrete Choice Experiment)を用いた。
離散選択実験は、財やサービスの複数の特徴の
間のトレードオフを数量的に分析する方法で
ある。これまでも、がん検診の受診行動を決定
する際に重視している検診の実施条件として、
費用や担当者、場所、時間などの要素を分析し
たものは先行研究に見られたが、がん検診の健
康に対する影響である利益と不利益の間のト
レードオフを考慮した分析は本邦では行われ
ていなかった。DCEで用いたがん種は、男女両
方が対象となり、科学的根拠についての情報も
多い大腸がんとした。 
人々の合理性の程度を分析するために、行動

経済学で人間の意思決定における非合理な特
徴として注目が集まっている一貫性のない時
間選好(検診などの予防行動をすると言ってい
てもいざ検診が近づいてくると予防を先送り
してしまう)と損失回避(検診などに費用をか
けるという損失を重視し、検診の効果等の利益

を無視してしまう)について、行動経済学で使
われている質問票を用いた。現在バイアスにつ
いては、表1のように「今日お金をもらえる」
と「7日後お金をもらえる」の選択肢をいくつ
か金額を変えて答えてもらった。同様の質問を
90日後と97日後で答えてもらい、将来の選択な
ら待つという選択肢を選ぶのに、現在の選択な
ら待つという選択肢を選ばない人を「現在バイ
アスがある」と定義した。損失回避傾向につい
ては、表2のような損失を含むリスクに直面す
る選択肢と確実に利得がもらえる選択肢との
選択について質問を行った。すべての選択につ
いて、損失を含むが期待利得は高い選択肢を期
待利得の程度を変えて表示した。損失回避傾向
が高いほど期待値が高いことを犠牲にしても
損失のリスクを避け確実に利得が得られる選
択を行うため、どの組み合わせまで表2の質問
でBの選択を選ぶかによって損失回避傾向を測
定した。損失回避傾向が高いほどBの選択肢を
選ぶ可能性が高いこととなる。この二つ以外に
も、検診受診歴やがん検診に対する知識、所
得・学歴・生活習慣などの社会経済変数を尋ね
た。 
効果と不利益という中核の変数を人々が考

慮しているかを確認するために、本調査の前に
予備的な調査として、簡単に効果(がん罹患率
減少効果)と不利益(偽陽性の人数)の2つの要
素のみを属性として提示する離散選択実験を
行った。その結果、両者とも検診受診の意思決
定に影響を与える変数であったため、両者を
DCEの要素として取り入れることは妥当だと
考えられた。本調査では、効果についてより直
接的な指標である死亡率減少効果を考慮する
こととした。効果と不利益以外には、 海外や
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日本での先行研究で調査されている自己負担
額、検診方法(集団検診・個別検診・郵送)、受
診後のサポート(精検予約サポートのみ・予約
サポートに加えて検診陽性に対する心理的サ
ポート)を考慮した。受診後のサポートについ
ては、がん検診の研究者、検診に関して保険者
と協働している保健師などにDCEのデザイン
についてヒアリングした際、海外ではすでに取
り入れられており特に精検受診率の向上に効
果があるという報告もあるため、今回要素とし
て考慮した。 

DCEの質問例を右に示す。右のような質問で
各要素の水準を変えた質問を18問ずつ提示し
た。結果の推定は、回答者の観察できない異質
性を考慮したロジットモデルを用いた。表3に
DCEの質問例を示す。 
 
（倫理面への配慮） 
アンケート調査は同意したもののみに行い、

データは全て個人が識別可能な情報を削除し
た形で分析を行った。 
 
Ｃ．研究結果 
日本全国の40～60代の計4,081名（うち女性

2,085名）より回答を得た。最近2年間でがん検
診（市町村検診に限らず、勤め先や健保組合等
で実施した検診や人間ドックも含む）を受けて
いないものは、胃がん2,214名(54.3%)、肺が
ん 2,020 名 (49.5%) 、子宮頚がん 1,076 名
(53.0%)、乳がん(48.0%)、大腸がん2,072名
(50.8%)と半数程度は現在検診を受けていな
かった。大腸がんについて、検診受診と有意に
関連するのは、高年齢、1週間に一度以上の飲
酒、世帯年収の高いもの、高学歴、がん検診に
ついての知識の多いものであった。 
 行動経済学で注目されている2つの非合理性
については、先送り傾向を示す一貫性のない時
間選好を持つものは195名(4.5%)であった、現
在でも90日後の将来でも時間割引率が等しい
もの、つまり経済学の意味では合理的なものは
2,379名(58.3%)であった。一方、損失回避に
ついては、損失回避傾向が最も強いものは
1,504名(36.9%)であった。ただし、行動経済
学に関する質問に対する答えでは、質問の意味
を理解されていないと思われる答えも散見さ
れた。これらの特徴とがん検診受診との関連を
見ると、先送り傾向があることと大腸がん検診
受診との関連は見られなかったが、損失回避傾
向が高いことと大腸がん検診を受けていない
ことには有意な関係があった。そのほかに、
人々のリスクに関する選好の違いとしてリス
ク回避度があるが、リスク回避度が高い人ほど
有意に大腸がん検診を受けていないという関
係も見られた。 
 DCEの結果を見ると、回答者全体の結果は以
下の通りであった。がん死亡率が低くなり、偽
陽性者数の少ない、集団検診より個別検診、郵
送検診の方が、検診陽性者に対するサポートの
手厚い検診が有意に好まれる結果となってお

り、理論的に予想通りの結果であった。それぞ
れの要素の変化がどの程度の価値があるかに
ついてWTP(Willingness to pay:支払い意思
額)を計算すると、10万人あたり1名死亡率が下
がることについては37.43円。偽陽性者数が
1,000人あたり1名下がることについては8.976
円、検診方法が集団ではなく、個別検診、郵送
検診となることに対してそれぞれ183.7円、陽
性者数へのサポート体制が手厚くなることに
対しては251.1円となった。 

WTPで評価すると受診者にとっては、検診
そのもののプロセスに関する要素に対して改
善の価値を高く感じ、検診そのものの質である
死亡率減少や偽陽性者数の減少についてはそ
れほど価値を高いと感じていないことがわか
った。DCEの結果を見ると、年代別で各要素の
効用に対する影響について符号とそれらが有
意であることは変わらなかったが、WTPで比
較すると死亡率減少や偽陽性減少の価値を低
く感じ、検診方法や陽性者へのサポートの価値
を高く感じる傾向は、年代が高くなるほど顕著
となった。男女で比較すると、両者で死亡率減
少や偽陽性減少の価値を低く感じ、検診方法や
陽性者へのサポートの価値を高く感じる傾向
が見られたが、女性の方が自己負担以外の要素
の変化に価値を感じる傾向にあった。 
 
Ｄ．考察 
現在、科学的な根拠のある検診方法を明らか

にし、有効性の確立されたがん検診を行ってい
くことが進められている。がん検診には死亡率
減少などの効果と同時に、偽陰性、偽陽性、過
剰診断、偶発症、受診者の心理的負担などの不
利益がある。実際の検診方法の推奨は、これら
のバランスを考慮して専門家により決められ
ている。 
一方、公的ながん検診を中心に受診率の低さ

が問題となっている。実際の受診の意思決定は、
がん検診の医学的な利益・不利益以外に、自己
負担や受診による心理的な費用も含めた費用
の大きさをそれぞれの受診者が判断して決め
る。この意思決定が合理的なものであれば個人
の判断に介入する必要性について社会的な議
論を行うことが必要となる。一方意思決定が非
合理的なものであれば何らかの介入が正当化
される場合もありうる。近年の行動経済学の発
展により、非合理な意思決定により健康改善な
どのウェルビーイングが損なわれるのであれ
ば、意思決定に介入する必要があるがその介入
はある選択肢の強制や排除ではなく、選択構造
の工夫(ナッジと呼ばれる)などによる“弱い”介
入が優先して行われている。 
 がん検診受診に対してどのような介入を行
うべきかは、人々のがん検診についての選好と
合理性の程度に大きく左右される。本研究では、
医療経済学と行動経済学の両方の方法を用い
て実証的に検討した。DCEの結果から見ると、
2割の回答者は「必ず受診しない」と答えてい
た。これらの回答者では、リスク回避度と損失
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回避傾向が高い傾向にあることがわかった。が
ん検診受診においてリスク回避と損失回避が
高い場合、確実に損失を回避できるというメッ
セージを与えれば検診受診に意思決定を向か
せることが出来るかもしれない。今回全体に対
して、検診受診の効用を上げる要素となった検
診方法の利便性を上げることで「検診を受ける
ことでの面倒を減らすことができる」ことや、
受診後のサポートがあることで「検診で陽性に
なったとしても不安を予防することが出来る」
というメッセージを伝えることが有効である
可能性がある。 
 8割の回答者は、検診の効果や弊害、費用に
ついて総合的に勘案してある程度は合理的に
受診しているという結果であった。DCEでは受
けると答えていながらも実際には受けていな
い回答者も見られたが、非合理性である一貫性
のない時間選好は観察されていなかった。した
がって、DCEで提示された要素とくに多くの回
答者が重視していた、自己負担、受診方法、受
診後のサポートについての情報が実際の受診
の意思決定の際にうまく伝わっていないとい
う可能性がある。このようなある程度合理的な
受診者について、情報提供以上の施策を行って
受診勧奨を行うのは、個人の自由な意思決定へ
の介入とのトレードオフを考慮する必要があ
る。 
 
Ｅ．結論 
  
利益と不利益のバランスに関する人々の選

好を定量的に明らかにすることと、がん検診の
意思決定に関する人々の合理性(バイアス)の
程度を明らかにすることを目的とし、検診対象
者に対する調査を行った。その結果、がん検診
における、行動経済学で注目されている非合理
性のうち、先送り傾向があることと大腸がん検
診受診との関連は見られなかったが、損失回避
傾向が高いことと大腸がん検診を受けていな
いことには有意な関係があった。離散選択実験
に対しては、がん死亡率が低くなり、偽陽性者
数の少ない、集団検診より個別検診、郵送検診
の方が、検診陽性者に対するサポートの手厚い
検診が有意に好まれるという選好が観察され
た。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
    該当なし 
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表1．現在バイアスに関する質問例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
表2．損失回避に関する質問例 
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表 3．DCE の質問例 
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総合(分担)研究報告書  
 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 

 
  ― 公的データを用いた自治体による受診勧奨とがん検診受診率の検討 ― 

 
 

研究分担者: 細野覚代 
国立がん研究センターがん対策研究所 検診研究部 

 

研究要旨 

全国の市町村は、受診率対策として様々な受診勧奨を実施している。本研究は公的データ
を用いて、受診勧奨法別の肺がん検診受診率・乳がん検診受診率の関連を検討し、Shared 
Decision Making(SDM)普及と実施の手がかりとする。 
市区町村におけるがん検診の実施状況調査と地域保健・健康増進事業報告(2015-2018年

検診データ)を用いて、受診勧奨法別の肺がん検診・乳がん検診受診率の中央値、最小値と
最大値を算出した。また、複数の受診勧方法の組み合わせと検診受診率についても検討した。 
 2015-2018年の肺がん検診受診率(10-11%)と乳がん検診受診率(21-22%)と横ばいであ
った。この期間中、個別受診勧奨を実施した市町村は徐々に増加した。郵送による個別通知
を実施している市町村が最も多かったが、検診受診率が高かった勧奨法は自治体職員以外に
よる個別訪問と世帯主宛の通知であり、肺がん検診受診率15-16%、乳がん検診受診率約27%
に上昇した。また、個別受診勧奨を検診対象者全員に実施している市町村は約半数に留まっ
た。節目年齢の者、国保加入者等を選択基準として一部の検診対象者に受診勧奨を実施して
いる市町村も多い。検診対象者全員に受診勧奨した場合、肺がん検診受診率は13.6%と最も
高いが、乳がん検診受診率では対象者別の受診率差は小さかった。 
米国のレビューでは、検診対象者に受診案内を送付するコール・未受診者へのリコールが

推奨されている。国内では自治体職員以外による個別訪問や世帯主宛の通知の方が受診率は
高かった。SDMの実施においても、decision aidsの配布だけでなく、地域の医療従事者や
ボランティア等の人的なサポートが必要かもしれない。がん検診の個別受診勧奨と同様に、
SDMも検診対象者全員に実施するのが望ましいが、人的な制約がある場合どのような検診
対象者にSDMを実施すべきか併せて検討する必要がある。 

 
 
Ａ．研究目的 
全国の市町村は、様々な受診勧奨を実施して

いるが、現在もがん対策推進基本計画のがん検
診受診率目標50%を達成できていない。公的デ
ータを活用し、受診勧奨方法別に肺がん検診受
診率と乳がん検診受診率の関連を比較検討す
る。受診率向上に有用な個別受診勧奨法を明ら
かにし、がん検診におけるShared Decision 
Making(SDM)普及と実施の手がかりとする。 
 
Ｂ．研究方法 
対策型検診における受診勧奨法については

厚生労働省がん疾病対策課に「市区町村におけ
るがん検診の実施状況調査」データ利用を申請
し、2016年度-2020年度分データを入手し、肺
がん検診と乳がん検診に関しては以下の情報
を抽出した。 
⚫ 市区町村別に個別受診勧奨の有無を確認 
⚫ 個別受診勧奨有りの場合は個別受診勧奨の

方法に関する情報 (郵送、電話、個別訪問、
世帯主宛に郵送等の実施割合)  

⚫ 個別受診勧奨を実施している場合は受診勧
奨の対象者、再受診勧奨の実施状況 

⚫ 自己負担、個別検診・集団検診の実施状況、
特定健診との同時受診等の情報 
がん検診受診率は地域保健・健康増進事業報

告から、市区町村別の肺がん検診・乳がん検診
受診率データを抽出した(40-69歳、2016年度
-2019年度まで使用)。 
 市町村コードを使って、両データセットを統
合し、受診勧奨法別の肺がん検診・乳がん検診
受診率の中央値、最小値と最大値を算出した。
また、複数の受診勧奨方法の組み合わせと検診
受診率についても検討した。2019年度調査 
(2018年検診)より受診勧奨の対象者について
複数選択可となったため、2018年検診のみ受
診勧奨対象者の組み合わせとがん検診受診率
の関係も検討した。 
 
（倫理面への配慮） 
公的データのみを用いた研究のため、国立が

ん研究センター内の研究倫理審査は受けなか
った。結果では集計データのみを公表し、個々
の市町村名が明らかにならないよう配慮した。 
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Ｃ．研究結果 
1) 肺がん検診・乳がん検診受診率の推移 
 2015年から2018年に実施された肺がん検診
受診率は10.2-11.7%とほぼ横ばいであった。 
乳がん検診受診率は21.3-21.9%とほぼ横ばい
であった。肺がん検診より受診率は高かった 
(表1)。 
2) 肺がん検診・乳がん検診の個別受診勧奨実
施割合 
 全市町村(1739件)のうち肺がん検診の個別
受診勧奨を行った市町村は2015年から63.6%、
75.1%、79.6%、82.0%と徐々に増加した。 
 全市町村のうち乳がん検診の個別受診勧奨
を行った市町村は2015年から82.6%、77.1%、
81.7%、86.6%と徐々に増加した(表1)。 
3) 個別受診勧奨の方法 
 肺がん検診・乳がん検診共に郵送による通知
が最も多く(70-80%)行われていた。次いで世
帯主宛の通知、自治体職員以外による個別訪問
が実施されていた。2015－2018年の4年間にお
いて受診勧奨法の実施割合に大きな変化はみ
られなかった。肺がん検診と比べると、乳がん
検診で用いられる受診勧奨は個別に郵送で通
知されていることが多く、個別訪問はやや少な
かった(表2)。 
4) 個別受診勧奨法とがん検診受診率 
 個別受診勧奨を実施すると、肺がん検診受診
率中央値は8.8%から11.6%になった。乳がん検
診受診率中央値は18.4%から22%になり、わず
かに上昇した。 
 郵送による通知、電話による通知、自治体職
員による個別訪問に比べて、自治体職員以外に
よる個別訪問と世帯主への通知は受診率が高
かっ(肺がん検診受診率16.8%と15.5%、乳がん
検診受診率27.9%と27.2%)。 
 多くの市町村で実施されている郵送による
通知とその他の受診勧奨法との組み合わせの
効果も検討した。郵送＋電話と郵送＋自治体職
員の訪問の組み合わせではがん検診受診率は
上昇しないが、郵送＋世帯主への通知の肺がん
検診受診率は15.2%、乳がん検診受診率は
27.2%と高かった。世帯主への通知を行ってい
る市町村は約22-26%、そのうち郵送と併用し
ているのは22-29%である。他の組み合わせよ
りも受診率は高いが、相加・相乗効果は示され
なかった。 
世帯主への通知と他の勧奨法の組み合わせ

はいずれも肺がん検診受診率と乳がん検診受
診率は高いが、やはり相加・相乗効果は示され
なかった(表3)。 
5)個別受診勧奨の対象者とがん検診受診率 
 検診対象者全員を個別受診勧奨の対象とし
ている自治体が最も多く、2018年の肺がん検
診では53.9%、乳がん検診では48.3%の市町村
が検診対象者全員に個別受診勧奨していた。次
いで節目年齢の者、国保加入者、過去に受診歴
がある者が多かった(表4)。2018年検診データ
のみであるが、受診勧奨対象者別に検診受診率
を調べた。検診対象者全員に実施した場合肺が

ん検診受診率中央値は13.6%、乳がん検診受診
率中央値は19.6%だった。肺がん検診受診率に
おいては、検診対象者全員に勧奨実施した場合
最も受診率が高かった。しかし、乳がん検診に
おいては対象者別の受診率の差は小さかった。
また、肺がん検診・乳がん検診とも、複数の対
象者を組み合わせても検診対象者全員に受診
勧奨した場合の受診率を上回ることはできな
かった (表5)。 
 
Ｄ．考察 
 個別受診勧奨法と個別受診勧奨の対象者別
に、肺がん検診と乳がん検診受診率を検討した。
この知見を基に日本において適切なSDMの実
施方法について考察する。 
 2015-2018年個別受診勧奨を行った市町村
は徐々に増加しているが、がん受診率は横ばい
となっている。2017年がん対策推進基本計画 
(第3期) において受診率向上対策における課題
や取り組むべき施策において、国、都道府県及
び市町村は受診対象者の名簿を活用した個別
受診勧奨・再勧奨等、可能な事項から順次取組
を進めるよう記載されている。2017年以降個別
受診勧奨実施割合が増加した要因となってい
る可能性がある。 
 米国The Community Preventive Services 
Task Forceのレビューでは、検診対象者に受診
案内を送付するコール・未受診者へのリコール
が推奨されており、国内でも70-80%の市町村
で郵送による受診勧奨が行われている。しかし、
実際には自治体職員以外による個別訪問や世
帯主宛の通知の方が受診率は高かった。SDM
の実施においても、decision aidsの配布だけで
なく、地域の医療従事者やボランティア等の人
的なサポートが必要かもしれない。 
また、個別受診勧奨は検診対象者全員に実施

するのが理想であるが、様々な制約により一部
の検診対象者にのみ実施している市町村も半
数以上存在する。検診対象者全員に受診勧奨し
た場合、肺がんでは受診率が13.6%となり他の
方法よりも受診率がやや高いが、乳がん検診で
はほとんど差が無い。肺がん検診に比べて、乳
がん検診は女性のみに実施されており、専業主
婦などが住民検診を受診することも多い。この
ようにそれぞれのがん検診において、検診対象
者の特性や検査法によってもふさわしい受診
勧奨法が異なる。がん検診の個別受診勧奨と同
様に、SDMも検診対象者全員に実施するのが
望ましいが、人的な制約がある場合どのような
検診対象者にSDMを実施すべきか検討する必
要がある。 
 
Ｅ．結論 
 現在市町村で実施されている受診勧奨と肺
がん検診・乳がん検診受診率を検討した。自治
体職員以外の個別訪問や検診対象者全員への
個別受診勧奨が受診率対策として有用であっ
たという知見より、住民検診におけるSDMに
ついてはこれから議論を進めるが、Decision 
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aidsの配布については郵送ではなく、地域の医
療者やボランティアによって配布する方がよ
り有用かもしれない。地域においてSDMを担
うのは海外ではかかりつけ医であるが、国内で
は誰が支援を行うのかも定まっておらず、早急
に議論する必要がある。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
      該当なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
   なし 
 2.  学会発表 

なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 
 1. 特許取得 
   なし 
 2. 実用新案登録 
   なし 
 3. その他 

   なし 
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表1.  肺がん検診・乳がん検診受診率と個別受診勧奨の実施状況 

 
 
 
表2.  肺がん検診と乳がん検診の個別受診勧奨の方法 

 

2015 2016 2017 2018

(n=1739) (n=1739) (n=1739) (n=1739)

肺がん (40-69歳)

検診受診率 11.70% 11.10% 10.60% 10.20%

 (中央値, min-max) (0.4-68.4%) (0.1-53.2%) (0.4-55.3%) (0.2-64.5%)

個別受診勧奨を行った 1105 (63.6%) 1300 (75.1%) 1382 (79.6%) 1424 (82.0%)

乳がん (40-69歳)

検診受診率 21.90% 21.50% 21.50% 21.30%

 (中央値, min-max) (4.8-88.8%) (3-72.9%) (0.5-76.2%) (5.5-70.9%)

個別受診勧奨を行った 1434 (82.6%) 1333 (77.1%) 1419 (81.7%) 1504 (86.6%)
 

2015 2016 2017 2018

(n=1737) (n=1730) (n=1736) (n=1737)

個別に郵送で通知

肺がん 792 (71.7%) 934 (71.9%) 988 (71.5%) 1028 (72.2%)

乳がん 1188(82.9%) 992 (74.4%) 1085 (76.5%) 1177 (78.3%)

個別に電話で通知

肺がん 53 (4.8%) 87 (6.7%) 82 (5.9%) 98 (6.9%)

乳がん /66 (6.1%) 96 (7.2%) 86 (6.1%) 99 (6.6%)

個別訪問 (自治体職員) 

肺がん 41 (3.7%) 45 (3.5%) 63 (4.6%) 59 (4.1%)

乳がん 32 (2.2%) 24 (1.8%) 46 (3.2%) 41 (2.7%)

個別訪問 (自治体職員以外) 

肺がん 120 (10.9%) 170 (13.1%) 188 (13.6%) 189 (13.3%)

乳がん 106 (7.4%) 150 (11.3%) 153 (10.8%) 167 (11.1%)

世帯主宛に通知

肺がん 260 (23.5%) 353 (27.2%) 380 (27.5%) 375 (26.3%)

乳がん 231 (16.1%) 321 (24.1%) 355 (25.0%) 353 (23.5%)
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表3.  個別受診勧奨法と肺がん検診・乳がん検診受診率 

 
 

受診勧奨の方法 検診の種類

自治体数

2015-2018年

(データ数=6940, %)

検診受診率

2015-2018年

(中央値、min-max)

肺がん検診 1675 (24.1%) 8.8% (0.3-64.5%)

乳がん検診 1216 (17.5%) 18.4% (0.5-88.8%)

肺がん検診 5211 (74.9%) 11.6% (0.1-68.4%)

乳がん検診 5690 (82.0%) 22% (4.8-77.9%)

肺がん検診 3742 (71.8%) 10% (0.1-68.4%)

乳がん検診 4442 (78.1%) 20.8% (4.8-77.9%)

肺がん検診 320 (6.1%) 9.1% (0.2-43%)

乳がん検診 369 (6.5%) 20.1% (7.1-61%)

肺がん検診 208 (4.0%) 11.4% (2.1-43%)

乳がん検診 143 (2.5%) 20.4% (5.1-61%)

肺がん検診 667 (12.8%) 16.8% (2.4-54.7%)

乳がん検診 576 (10.1%) 27.9% (8.5-61%)

肺がん検診 1368 (26.3%) 15.5% (0.2-68.4%)

乳がん検診 1260 (22.1%) 27.2% (6.7-77.9%)

肺がん検診 268 (3.9%) 8.8% (0.2-43%)

乳がん検診 312 (4.5%) 18.8% (7.1-61%)

肺がん検診 167 (2.4%) 11.3% (2.1-43%)

乳がん検診 115 (1.7%) 18.8% (5.1-61%)

肺がん検診 291 (4.2%) 11.4% (2.1-43%)

乳がん検診 289 (4.2%) 26.5% (8.5-61%)

肺がん検診 310 (4.5%) 15.2% (1.7-68.4%)

乳がん検診 367 (5.3%) 26.5% (9.6-77.9%)

肺がん検診 33 (0.5%) 14.4% (4.9-32.9%)

乳がん検診 42 (0.6%) 25.1% (9.6-39.5%)

肺がん検診 31 (0.5%) 15.1% (4.9-31.4%)

乳がん検診 26 (0.4%) 27.6% (15.7-35.9%)

肺がん検診 208 (3.0%) 16.5% (3.2-32.9%)

乳がん検診 186 (2.7%) 28.8% (10.5-46.5%)

個別受診勧奨無し

個別受診勧奨あり

個別に郵送で通知

個別に電話で通知

個別に郵送+世帯主への

通知

世帯主への通知+電話

世帯主への通知+自治体

職員の訪問

世帯主への通知+自治体

職員以外の訪問

個別訪問により通知 (自治

体職員)

個別訪問により通知 (自治

体職員以外)

世帯主宛に対象者全員を

明記した書類を郵送等で

通知

個別に郵送+電話

個別に郵送+自治体職員

の訪問

個別に郵送+自治体職員

以外の訪問
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表4.  肺がん検診・乳がん検診の個別受診勧奨対象者 

 
 
 
表5. 個別受診勧奨対象者と肺がん検診・乳がん検診受診率 

 
 
 

2015 2016 2017 2018*

(n=1739) (n=1739) (n=1739) (n=1737)

肺がん検診 549 (49.7%) 665 (51.2%) 701 (50.7%) 768 (53.9%)

乳がん検診 515 (35.9%) 637 (47.9%) /661 (46.6%) 727 (48.3%)

肺がん検診 91 (8.2%) 105 (8.1%) 136 (9.8%) 183 (12.9%)

乳がん検診 136 (9.5%) 135 (10.1%) /179 (12.6%) 258 (17.2%)

肺がん検診 112 (10.1%) 160 (12.3%) 164 (11.9%) 274 (19.2%)

乳がん検診 412 (28.7%) 216 (16.2%) /211 (14.9%) 341 (22.7%)

肺がん検診 114 (10.3%) 99 (7.6%) 116 (8.4%) 230 (16.2%)

乳がん検診 50 (3.5%) 54 (4.1%) 61 (4.3%) 158 (10.5%)

肺がん検診 211 (14.8%)

乳がん検診 231 (15.4%)

*2019年度調査 (2018年検診データ) より複数選択可能となった

- -

節目年齢の者

検診の種類

検診対象者全員

特定の年齢幅の者

市町村国保加入者

過去の受診歴のある

者

-

 

受診勧奨の対象者 検診の種類
自治体数_2018

(n=1737)

検診受診率_2018

(中央値、min-max)

肺がん検診 773 (44.5%) 13.6% (0.2-53.3%)

乳がん検診 731 (42.1%) 19.6% (6.7-70.9%)

肺がん検診 184 (10.6%) 9.0% (0.2-35.2%)

乳がん検診 259 (14.9%) 20.4% (8.3-47.4%)

肺がん検診 274 (15.8%) 7.2% (0.2-30.3%)

乳がん検診 342 (19.7%) 19% (8.3-51.6%)

肺がん検診 231 (13.3%) 8.8% (1.6-33.6%)

乳がん検診 160 (9.2%) 17.6% (8.7-46.3%)

肺がん検診 181 (10.4%) 7.9% (0.2-25.7%)

乳がん検診 232 (13.4%) 19.3% (8.6-44.3%)

肺がん検診 19 (1.1%) 7.5% (1.6-15.5%)

乳がん検診 28 (1.6%) 15.5% (8.3-32.3%)

肺がん検診 78 (4.5%) 8.6% (0.2-35.2%)

乳がん検診 53 (3.1%) 16.8% (8.7-34.7%)

肺がん検診 73 (4.2%) 7.6% (1.3-19.3%)

乳がん検診 99 (5.7%) 19.4% (9.9-36.2%)

肺がん検診 48 (2.8%) 9.7% (1.6-25.7%)

乳がん検診 39 (2.3%) 18.8% (9.3-30.6%)

肺がん検診 83 (4.8%) 9.8% (1.9-25.7%)

乳がん検診 66 (3.8%) 18.8% (10.5-42.7%)

*2019年度調査 (2018年検診データ) より複数選択可能となったため、2019年度調査

(2018年検診データ) のみ使用

国保加入者+過去受

診者

検診対象者全員に実

施

特定の年齢幅の者に

実施

節目年齢の者に実施

市町村国保加入者に

実施

過去の受診歴のある

者に実施

節目年齢＋特定の年

齢幅の者に実施

節目年齢＋国保加入

者

節目年齢+過去受診

者

国保加入者+特定の

年齢幅の者に実施
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総合(分担)研究報告書 
  

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 
 
 

― 受診者情報に関する質的研究 ― 
 

研究分担者:山﨑恭子 
帝京大学医療技術学部看護学科 

 
研究要旨 
 がん検診受診全般において受診行動に関連する要因は、個人背景として入院歴1)、単身や同居など世
帯構成2)、喫煙・飲酒習慣の有無1)、雇用形態・就労状況1),3),4)や医療保険の加入状況1)などが報告されて
いる。また、知識面ではがん検診の意義や必要性、検査方法などの正しい理解5),6),7)があげられ、未受診
の理由には、面倒、時間がない8)、忘れていた、優先順位が低い9)などが報告されている。ここでは、対策
型がん検診である大腸がん検診に焦点をあて、大腸がん検診受診に関するインタビュー調査から得られ
た受診者のがん検診受診に至る要因を明らかにし、受診者の利益不利益を考慮した支援について検討
する。 

 
 

 
Ａ．研究目的 
 本邦では大腸がん検診・要精密検査受診の未受
診者に焦点をあて、その理由を明らかにした報告は
少ない。さらに、大腸がんは、便潜血検査による一
次スクリーニングは簡便であるものの、陽性となった
場合の精密検査は大腸内視鏡検査など受診者の
負担が大きくなる。また、60歳代以降の罹患率が高
く、検診の必要性が示唆されているが、退職後の大
腸がん検診受診に関する未受診理由を報告してい
る研究は見当たらない。一方、職域におけるがん検
診に法的根拠がないことから、がん検診実施に関す
る情報が把握しきれていない。 
そこで、本研究では、大腸がん検診受診率・精検受
診率に着目し、地域・職域の大腸がん検診対象者
について大腸がん検診の未受診者の未受診理由お
よび精検受診に至るための要因や必要な支援につ
いて把握し、受診者の利益不利益を考慮した支援
について検討する。 

 
Ｂ．研究方法 
① 地域住民における大腸がん検診（便潜血検査）
の未受診の要因について、便潜血検査を過去2年
間未受診であった地域住民7名を対象に、電話もし
くはWebによるインタビュー調査を行った。  
② 単一健康保険組合に所属する従業員で、健康
診断で実施する便潜血検査の要精密検査対象とな
った16名について、精密検査受診までの受診支援
を通して得られた不安や疑問などの情報を得た。 

インタビュー内容及び受診支援の内容は逐語録

を作成し、一つの意味内容になるように単純化
（コード）し、類似するコードを集め類型化（カテゴ
リー）し表を作成した。 
 
（倫理面への配慮） 
  研究参加者には、研究に関する説明を口頭と
書面で説明し、同意の署名を得たうえで、実施し
た。また、インタビュー内容は個人を特定可能な
内容は削除し分析を行った。 
本調査は帝京大学医学系研究倫理委員会か

らの承認（帝倫19-222号）および（帝倫20-208
号）を得て実施した。 
 
Ｃ．研究結果  
① 便潜血検査未受診理由について（表１） 
大腸がん検診未受診の理由には、大腸がんの
症状として言われている自覚症状がないことによ
り検診の必要性を感じていないこと、便の採取が
難しいイメージや大腸がん検診を誤って認識し
ている可能性があること、大腸がん検診に関する
意識が低く、市の案内に関心が向かないことなど、
複数の理由が重なっていた。 
 
② 大腸内視鏡精密検査受診について（表２） 
精密検査受診対象者は、大腸がん検診としての
潜血検査の意義や精密検査に関する知識はま
だ不十分であった。また、受診先やどのような検
査を受けるべきか戸惑いがあった。 
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Ｄ．考察 
がん検診は、検査受診から精密検査受診終了

をもって完結する。とくに大腸がん検診は便採取
によって実施され容易であることから、要精密検
査となった場合、受診行動への障壁が高くなる。
一方で、便採取による検診方法はほかの対策型
がん検診のように疾患部位を直接診断する方法
と異なるため、大腸がん検診であるということに結
びついていない可能性もあり、医療者が想像して
いるより受診者側は大腸がん検診に関する知識
や関心が低いことが推察される。今後、受診者の
受診行動を促すには、検診の意義を正確に伝え
るとともに受診者の不安や疑問を根拠に基づき
情報提供をし、受診者が理解し納得したうえで受
診できるような支援を行うことが望ましい。また、受
診行動に結び付くきっかけ、例えば、便潜血検査
キットを郵送で送付回収する、精密検査の受診先
を紹介・予約するなどによって、大腸がん検診受
診率・精密検査受診率向上につながると考える。 
 

 
Ｅ．結論 
地域住民の大腸がん検診に関する意義や知

識はまだ不十分であり、知識のある医療者などに
よる受診者勧奨や受診方法について支援する必
要がある。 
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表１．便潜血検査未受診理由について 表２．大腸がん検診精密検査受診の疑問や 
不安について 

 カテゴリー 例
1回でも陽性であれば精密検査が必要か
健康診断で便潜血検査が陽性となり、再度、近医で便潜血
検査を行ったが陰性
精密検査が必要なことは知っている
体の不調もなく、自覚症状もないため、潜血が出ているの
か不思議に感じている
痔でもないのに陽性になったので原因を調べたい
陽性の意味とどのような病気がある可能性があるのか
精密検査の内容については知らなかった
会社から精密検査を受けてくれと言われているから、受け
なくてはいけない
精密検査についてよくわからないので、言われたようにす
精密検査を受ける病院もみつけていない
精密検査は受けたいが、かかりつけ医はなく相談できると
ころがない
検査できるところを紹介してもらえるのであれば紹介して
ほしい
自宅近くでの検査機関を知りたい
ポリープがあれば一度で検査を済ませることを希望
ポリープ切除については、すぐには休みの調整ができない
ので希望しない
仕事の休みの日を受診日として希望
休みの日に合わせて予約をしてもらえるならと保健会館ク
リニックを希望
自宅に近い方が良いと思っていた
前日の下剤の服用時間について
始めてなので緊張している
大腸内視鏡検査では、下剤を飲んだりするのが大変だと聞
いている
下剤でお腹が痛くなって途中で電車を降りなくてはいけな
いか心配
検査中の痛みについて
検査費用について
クレジットカードの使用について

費用や支払い

休暇やアクセス良好な場所を優
先した受診先

精密検査受診の必要性

便潜血陽性の原因

精密検査の内容

精密検査が受けられる受診先

検査内容に関する不安

カテゴリー フレーズの例
大腸がんの自覚症状がない 便の状態を自身で確認

自分で便を確認して大丈夫
早期に症状がでたときに早めに行けばなんとかな
るから
（大腸がんは）出血や痛みとかが出るイメージ
異常もないので受けなくて大丈夫
お尻からカメラをいれて苦しい
便潜検査が大腸がん検診とむすびついていない
胃カメラのようにお尻からカメラを入れる
便をとることでどのくらいがんが分かるのか疑問

2回の採取が面倒
便器に座って採取が大変
大便を取るという作業があまり良くないイメージ
マッチ箱に便を採取するイメージ
提出するときの臭いが心配
足が悪いため出歩くのがおっくう
（夫の健保から）事前に容器が送られてくるがめ
んどくさい
容器の申し込みで行ったりきたりに、提出時に
持っていけないことがある
容器をもらってきて、中身を入れて出すことに抵
検診の案内は縦読みで把握できていない
市の大腸がん検診に関する案内などについて覚え
ていない
市からの案内はあまり読んでいない
検診に関する情報がなかった
大腸がん検診関する知識はない
異常がないと検診の優先順位が低くなる
子育て（子ども5人）が大変だった
前立腺がんや特定健診は毎年でないが、自分なり
に受診していた

大腸がん検診検査方法に関する
誤った認識

便潜血検査容器の受け取り提出
が面倒

大腸がん検診に関する意識が低
い

大腸がん検診は検診・健診の優
先順位が低い

便の採取が大変である
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